
平成１９年度事業計画 

平成１９年３月 

財団法人調布ゆうあい福祉公社



調布ゆうあい福祉公社の「理念」 

公社は市民相互の助け合いと 

自立支援のための質の高いサービスの提供を通じて 

あたたかい地域づくりを目指します 

・住み慣れた地域で安心して生活を続けられるようサポートします 

・利用者の尊厳を守り、その人らしい生活を支援します
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運営方針 

１ 現状と課題 

(１)公社をとりまく社会状況 

日本の高齢化は一層の進展が見込まれている。２０１５年（平成２７年）に 

は、 戦後のベビーブーム世代が高齢者 （６５歳以上） となり、 高齢者の考え方、 

価値観の一層の多様化が予測されるとともに、高齢者世帯、単身高齢者世帯、 

認知症高齢者の増加など高齢者を取り巻く家族環境も変化すると考えられて 

いる。 

こうした状況を受けて施行された公的介護保険制度であるが、制度施行後 5 

年を経て、要介護等の認定者数が増加した。特に要支援・要介護１等の軽度者 

の大幅な増加が顕著となり、２００５年（平成１７年）には、制度の持続可能 

性を確保し、明るく活力ある高齢化社会を構築するために、制度全般にわたる 

見直しが行われ、「介護保険法等の一部を改正する法律」が成立し、200６年 

（平成 18 年）より施行された。 

この改正において、「介護予防」を通じて高齢者の自立した生活を可能とす 

ること、また、単身高齢者、高齢者のみ世帯の増加に備え、高齢者が地域で自 

立した生活を送れるよう、地域に根ざしたサービスの基盤づくりを行うこと、 

また、認知症高齢者の急速な増加に備え、認知症を正しく理解する取り組み、 

認知症高齢者を支える地域づくり、また、介護者等への支援体制を確立するた 

めの取り組みが急務であること等が強調された。 

またこれらを自治体主導ではなく、自治体と住民が協働し、それぞれの地域 

における介護サービスのあり方を作り上げていく必要性も指摘されている。 

ところで、一方、平成１８年度には、行政改革の３本柱の１つである「公益 

法人制度」が新制度として公布され、平成２０年には施行が予定されている。 

現行公益法人としては、５年の猶予期間があるものの、移行期間内において公 

益性の確認等、公益財団法人等への移行の準備、体制の整備が必要となり、公 

社においては、まさに設立基盤の見直し時期を迎えようとしている。 

（２）公社における現状 

平成１８年度、上記の制度改正の枠組みに対応すべく、既存事業の整理を行 

い、必要に応じ新規事業を立ち上げている。 

まず、「介護予防」の理念を重視し、虚弱の方が、できるかぎり、要支援、 

要介護の状態にならないよう、 また、 要支援、 要介護の方が現在の状態を維持、 

改善できるよう、低栄養予防事業、介護予防訪問介護事業の実施等、予防の視 

点を切り口に、既存事業の内容を精査し、事業の見直しに努めている。 

また、地域に根ざしたサービス基盤の整備の一環として、電球の取替えなど
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ちょっとしたサービスの提供を行う「生活支援コーディネート事業（愛称ちょ 

こっとさん）」を、地域の方々の参加、協力を頂きながら市内に展開している。 

さらに、認知症ケアとしては、担い手の養成を目的に、ゆうあい福祉セミナ 

ーを開催すると同時に、入間町地域における「地域密着型認知症対応型通所介 

護事業」の開設に向けて、施設整備等の準備にあたっている。 

また、調布市より地域包括支援センター事業を受託し、地域に根ざした包括 

的、総合的な相談窓口としての役割を果たすべく、地域住民の協力を得ながら 

事業を実施している。 

さらに、平成１８年度より事業者の義務として介護保険法に定められた「介 

護サービス情報の公表」制度を受審し、介護保険サービスが利用者に適切かつ 

円滑に選択され、利用されるよう、情報提供の充実に努めている。 

(３)平成１９年度公社の課題 
18 年度から取り組みを開始している、各種介護予防事業については、事業評 

価を繰り返し行う中で、「介護予防」の理念を、地域において着実に根付かせ、 

効率的、効果的に事業が実施できるための体制整備が必要である。 

また、地域作りの視点から新規に立ち上げた生活支援コーディネート事業に 

ついては、事業の更なる充実が必要とされ、また、地域密着型認知症対応型通 

所介護事業についても、スムーズな開設に向けて、公社がこれまで培ってきた 

人材、技術、経験を生かし、調布市における認知症高齢者ケアの基盤となるべ 

く、不断の努力が必要である。 

同様に、多くの介護負担を抱える家族介護者等への支援体制作りについても、 

より一層、取り組みを充実させる必要がある。 

さらに、今後も増加が予測される高齢者の多様なニーズに応えるために、サ 

ービスの継続した実施とそれを可能とするための安定した組織基盤の整備が 

求められる。これらは、指定管理者制度、公益法人制度改革への対応とも関連 

し、調布市関係部署と協議を進めながら、連携と情報交換を密に行い、適切な 

対応が必要である。
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２ 基本方針 

現在高齢者一人ひとりが地域において生活を継続できるように、地域の実情 

に合わせた住民参加によるサービスの整備が急務とされている。また、住民の 

主体的な参加や支援による福祉サービスを推進する過程において、地域におけ 

る「支えあい」や「つながり」の基盤を育んでいくことも重要であるといわれ 

ている。（厚生労働白書）。これは、「サービスの継続した実施を通して、誰も 

が住み慣れた調布市で安心して暮らせる、そのようなあたたかい地域を、地域 

住民とともに作り上げていく」という福祉公社の使命に繋がる。 

公社は、今年度も下記の基本方針をもとに、国、都、市の方針と連動し、組 

織の本来の使命が果たせるよう、適切な組織運営に努め、地域の皆様と十分連 

携をとりながら、誠実に事業を実施し、「より利用しやすく」「より参加しやす 

い」サービス提供体制づくりに取り組んでいく。 

（１）公社理念を職員が理解し、事業に反映します 

（２）法人の経営の方向性及び現在の改善課題について職員が理解し、事業 

に反映させるとともに、改善課題についての取り組みを継続して行い 

ます。 

（３）関連法制度を遵守するとともに、サービスの質の確保を目指し、研鑽 

を深め、自らの資質向上に努めます 

（４）他の福祉医療機関をはじめ、地域の多くの関係者と連携し、利用者を 

支えます。 

（５）地域のニーズを的確につかみ、新規事業に真摯に取り組みます。 

３ 重点事業 

（１）各種介護予防事業の効果的な実施 

（２）生活支援コーディネート事業の充実 

（３）入間地域における地域密着型認知症対応型通所介護事業の実施 

（４）家族介護者等へのサポートの充実 

（５）公益法人制度改革・指定管理者制度への取り組み
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事業計画 

事業のねらい 

介護保険制度改定を始め福祉サービスが刻々と変化するなか、地域で安心して生活でき 

るためには、必要な情報が、必要な時期に、適切に市民へ届くとともに、地域住民の福祉 

に対する意識を高めていくことが必要となっています。 

今年度は特に、より普及啓発が効果的にはたらくよう取り組み「福祉が根ざす地域づく 

り」に努めてまいります。 

また、福祉に関する情報はもとより、保健、医療に関する情報も合わせ広く提供し、市 

民の関心と参画を促します。 

さらに、住民参加活動を広くアピールし、市民相互の関わりから生まれるニーズに目を 

向け、福祉サービスの向上を図ります。 

また、趣味活動を通じて、地域で暮らす住民同士の仲間作りの場を提供し、生きがいと 

介護予防への支援をします。 

事業名 事業目的 事業内容 対象 予測される効果 

福祉講演会 保健、医療、福祉、 

や新しい制度など、 

市民の社会的関心 

事について情報提 

供を行い、福祉の街 

づくりを進める。 

講演会開催に 

より情報の発 

信とともに、 ニ 

ーズ把握を行 

う。 

１回／年 

市民 

利用会員 

協力会員 

賛助会員 

住民が福祉の街 

づくりに主体的 

に取り組むきっ 

かけをつくるこ 

とができる。 

機関紙 

「 ほっと ら 

いん」 の発行 

公社の会員、市民へ 

向けて公社の事業 

紹介や情報公開、福 

祉等の制度につい 

ての情報提供を行 

う。 

機関紙 「ほっと 

らいん」 の発行 

１１回／年 

４～６ページ 

市民 

利用会員 

協力会員 

賛助会員 

公社やその他福 

祉に関わる事業 

の情報提供が行 

える。 その結果地 

域に埋もれてい 

るニーズの掘り 

起こしが行える。 

ホ ームペ ー 

ジ 

公社事業、サービス 

の紹介、情報提供な 

ど様々な情報発信 

を行う。 

ホームページ 

の更新 随時 

市民 

利用会員 

協力会員 

賛助会員 

時間に制約され 

ることのない、 情 

報の窓口となり 

利便性の向上に 

寄与できる。 

（１） 高齢者等の在宅福祉に関する普及啓発事業（１号事業）
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公 社地域 説 

明会 

地域において住民 

参加型有償在宅サ 

ービスの広報及び 

サービスを担う市 

民（協力会員）を募 

集する。 

住民参加型在 

宅サービスに 

ついて地域で 

説明会を実施 

する。 

４回以上／年 

市民 定期的に説明会 

を実施すること 

により、 地域の支 

えあいを広く市 

民に理解してい 

ただき、 住民参加 

を促進すること 

ができる。 

ボ ランテ ィ 

ア体験 

ボランティア活動 

を通じて、福祉サー 

ビスを理解する。 

公社事業でボ 

ランティア活 

動を体験して 

いただく 

通年 

市民 地域福祉につい 

て関心を持つと 

ともに、 住民によ 

る福祉の町づく 

りの実践を推進 

することができ 

る。 

男性のための 

料理講座を行 

う。１コース 

（６回）／年 

市民 

定員： 

１２人 

食に関する正し 

い知識と技術を 

習得し、 食生活と 

健康維持の関係 

にバランス意識 

を持つとともに、 

仲間作りの機会 

が提供できる。 

フォークダン 

ス講座を行う。 

１回／年 （５回 

コース） 

市民 体を動かすこと 

による筋力低下 

を防止する意識 

を高め、 また仲間 

作りの機会を提 

供することがで 

きる。 

生 きがい 講 

座 

中高年の地域住民 

同士の交流による 

仲間作り、そして参 

加者自身の生きが 

いと社会参加の機 

会を提供すること。 

ＩＴ講座を行 

う

【Information 
technology=情 

報技術】 

市民 

利用会員 

協力会員 

賛助会員 

ＩＴ講座(パソコ 

ン全般、 インター 

ネット等)を通し 

て、ＩＴ社会への 

順応、 生きがいの
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１回／年(４回 

コース) 
創出、 地域で支え 

るコミュニティ 

の形成などが期 

待できる。 

「だいこんの 

会」 

随時 

講座参加者 

等 

料理講座参加者 

等の自発的な支 

えあい活動、 地域 

づくりを推進で 

きる。 

ゆうあいフォ 

ークダンス友 

の会「フレン 

ズ」 

随時 

講座参加者 

等 

ダンス講座参加 

者等の自発な支 

えあい活動、 地域 

づくりを推進で 

きる。 

自 主サー ク 

ル活動支援 

講座参加で生まれ 

た参加メンバー間 

のつながり、グルー 

プ意識を継続性の 

あるものとする。 

「結会いネッ 

ト倶楽部」 

随時 

講座参加者 

等 

ＩＴ講座参加者 

等の自発な支え 

あい活動、 地域づ 

くりを推進でき 

る。 

事業のねらい 

利用者の多様なニーズに応えられるよう、新たなサービス構築に向けて担い手の発掘・ 

育成に重点をおいてまいります。 

また、幅広く専門的な視点で研修を企画し、利用者からの多様な要望に迅速にこたえら 

れる人材を養成します。特に認知症研修については、より地域の方々が認知症を理解し、 

ケアに携わることができるようなプログラムを企画し、担い手育成に重点をおいてまいり 

ます。 

さらに、公社の専門性を生かし、地域住民や市内の各介護保険事業所の職員等へのサポ 

ートの一環として、各種研修等を実施してまいります。 

（２） 高齢者等の在宅福祉サービスに関する研修及び人材育成事業 

（２号事業）
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事業名 事業目的 事業内容 対象 予測される効果 

ホ ー ム 

ヘ ル プ 

サ ー ビ 

ス 協 力 

会 員 研 

修 

協力会員がホー 

ムヘルプ活動に 

携わるにあたり、 

高齢者や障害者 

への理解を深め、 

技術の向上を図 

るための研修を 

行う。 

時事など必要に応 

じて、専門の講師 

を招き、講義や実 

習を行う。 

２回／年 

協力会員 協力会員が自信 

を持って活動に 

入ることができ、 

利用者へより質 

の高いホームヘ 

ルプサービス提 

供ができる。 

① 新人研修 

理念、事業を理解 

し、活動に参加す 

る た め の 基 礎 知 

識・技術を習得す 

る。 

随時 

該 当 協 力 会 

員 

新規に活動へ参 

加をする協力会 

員の不安を取り 

除き、 円滑な社会 

参加を促すこと 

ができる。 

協

力

会

員

専

門

研

修 

食 事 サ 

ー ビ ス 

協 力 会 

員研修 

食事サービス事 

業に携わるにあ 

たり、主体的に活 

動に取り組める 

よう、サービス特 

性に応じ、必要と 

なる技術や知識 

を習得するとと 

もに、参加をした 

会員相互の情報 

共有の場を提供 

すること。 

②スキルアップ研 

修

食事サービスの提 

供に関わる協力会 

員が、主体的に、 

活 動 に 必 要 な 知 

識・技術を習得す 

る。 

実施回数： 

各３回／年 

調理・配達に 

携 わ る 協 力 

会員 

活動をする会員 

のモチベーショ 

ンの向上、 円滑な 

事業進行、 サービ 

スの質の向上が 

期待できる。 

協 力 会 

員 外 部 

研 修 派 

遣 

活動に必要な知 

識を得られるよ 

う、協力会員を他 

の福祉、医療団体 

が実施する講座、 

セミナー等に派 

遣する。 

協力会員に必要と 

思われる外部研修 

会について参加を 

働きかけ、派遣す 

る。年間 

協力会員 外部研修を活用 

することで、 協力 

会員がより幅広 

く学ぶ機会を提 

供できる。 

協 力 会 

員 協 議 

会 

有償在宅福祉サ 

ービスの担い手 

である協力会員 

会議や交流会など 

により、協力会員 

のネットワークづ 

協力会員 住民による地域 

支えあいのネッ 

トワークづくり
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が、活動や地域の 

支えあいについ 

て協議する。 

く り を サ ポ ー ト 

し、協力会員が地 

域を支えるための 

基 盤 づ く り を 行 

う。年間 

を促進すること 

ができる。 

福祉資格等取得養 

成実習 

（ホームヘルパー 

２級、社会福祉士 

等） 

社 会 福 祉 の 

教 育 を 実 施 

す る 教 育 機 

関 等 か ら 派 

遣 さ れ る 学 

生 

介護保険制度の 

福祉サービスだ 

けでなく、 住民参 

加型福祉事業を 

理解することに 

より、 幅広い福祉 

サービスのあり 

方について理解 

することができ 

る。 

実習生の受け 

入れ 

福祉資格取得等 

に必要な実習の 

場を提供する。 

東京都社会福祉協 

議会「介護等体験 

事業」 

（教員免許法の特 

例による社会福祉 

施設における介護 

体験事業） 

教 員 免 許 取 

得 を 希 望 す 

る学生 

福祉を専門とし 

ない学生が社会 

福祉の実践を体 

験してもらうこ 

とにより、 福祉へ 

の理解を深める 

ことができる。 

基礎 

研修 

協力会員および 

市民に対し、有償 

在宅福祉サービ 

スへの理解を深 

め、活動に携わる 

ための基礎を学 

んでいただく研 

修を行う。 

基礎医学、在宅福 

祉サービス、福祉 

公社事業ガイダン 

スを行う。 

ゆうあい福祉セミ 

ナー全 6 回／年 

協力会員のみな 

らず広く市民が 

参加し、 有償在宅 

福祉サービスの 

基礎を学んでい 

ただくことで、 担 

い手育成の基盤 

づくりが行える。 

ゆ

う

あ

い

福

祉

セ

ミ

ナ

ー 
専 門 研 

修 

広く協力会員、市 

民、介護保険事業 

者等に対し、在宅 

福祉サービスに 

ついての研修を 

行い、地域におけ 

時事に適した各部 

門の専門の講師を 

招き、研修を行う。 

協力会員 

市民 

介 護 保 険 事 

業者 

等 

公社のもつ専門 

性やノウハウを 

活かし充実した 

研修会を行うこ 

とにより、 幅広く 

より質の高い人
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る人材育成を促 

進する。 

材が育成でき、 地 

域の担い手の底 

上げとなる。 

認 知 症 

研修 

住民参加の地域 

密着型認知症ケ 

アにむけ、担い手 

育成のための研 

修を行う。 

認知症専門の講師 

を招いて研修を行 

う。 

現在求められて 

いる住民参加に 

よる質の高い認 

知症ケアの実現 

を図ることがで 

きる。 

福祉専門職講 

師派遣 

ホームヘルプ養 

成講座・市内外の 

各種研修会・講座 

等に公社職員を 

講師として派遣 

する。 

要請された研修に 

ついて、適切な専 

門 職 員 を 派 遣 す 

る。 

年間 

市民 

関係団体等 

公社が地域福祉 

サービスを担う 

なかで培ってき 

た専門性を各種 

研修会において 

還元することに 

より、 人材育成の 

裾野を広げるこ 

とができる。 

２級ヘルパー 

及 び 障 害 者 

（児）ヘルパ 

ー講座 

２級ヘルパーと 

して必要な知識 

及び技能を有す 

る人材の養成を 

図る。 

在 宅 福 祉 、 高 齢 

者・障害者福祉、 

介護等に関する講 

義と実習をプログ 

ラムとする講座を 

開催する。 

年１回 

市民 地域に求められ 

ている質の高い 

ヘルパーを養成 

することができ 

る。 

精神障害者 

ホームヘル 

パーフォロ 

ーアップ研 

修 

精神障害者ホー 

ムヘルパーとし 

て、質の高いケア 

を行うことがで 

きるための研修 

を行う。 

精神障害者ホーム 

ヘルプサービスの 

現場で必要とされ 

る専門的内容に関 

する講義、事例検 

討などをプログラ 

ムし、研修を開催 

する。 

年 1 回 

ホームヘル 

パー従事者 

従事者が力量形 

成し、 専門職とし 

て質の高いケア 

を実践できる。
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事業のねらい 

今後の福祉サービスの変化を予測し、「在宅福祉サービスのあり方」、「住民参加活動の 

方向性」を協議していく上で必要な調査研究を行い、事業の向上と発展を目指します。 

事業名 事業目的 事業内容 対象 予測される効果 

住民参加型事 

業の研究と開 

発 

公社に求められる住 

民参加事業の内容を 

検討し、 必要とされる 

サービスシステムを 

検討・開発する。 

住民参加事業 

についての調 

査・研究を行 

い、 現在の事業 

の見直し、 新た 

なサービスシ 

ステムの開発 

等を行う。 

年間 

公社の課題。 

利用者満足度 

調査 

サービス対象者の意 

向を調査し、 サービス 

の質向上に努める。 

食事サービス 

利用者アンケ 

ートの実施 

１回／年 

食 事 サ ー ビ 

ス利用者 

関係機関連絡 

会への参加 

公社と地域関係機関 

との連絡調整を図り、 

福祉サービスの向上 

に努める。 

「サービス調 

整会議」 や各機 

関が開催する 

会議への参加 

年間 

公社職員 

市場の動向調 

査の情報収集 

外部市場動向に目を 

むけ、 公社事業の向上 

と発展に努める。 

新聞・雑誌・イ 

ンターネット 

等のメディア 

による情報収 

集を行い、 事業 

に関する検討 

を行う。 

年間 

公社職員 

時代背景や地域 

事情に即し、 地域 

に求められるサ 

ービスを提供で 

きる。 

（３） 高齢者等の在宅福祉サービス向上のための調査・研究開発事業並び 

に情報の収集及び提供事業（３号事業）
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事業のねらい 

福祉のサービスメニューが充実し、情報が収集しやすくなっている今日において、逆に 

サービスを利用する上で、 サービスの選択、 利用の方法がより複雑化する傾向にあります。 

こうした中、自分自身の望む暮らしのために必要な情報を得て、日常生活上の問題を解決 

するため、さらに適切にサービスを利用するためには、住民にとって気軽に相談できる場 

がますます重要になってきます。 

公社では、専門性・多様性・地域密着性を活かし、市民が安心できる相談拠点を目指し 

ていきたいと考えます。 

また、ソーシャルワーカーや看護師の知識・技術を高めるとともに、他機関・他職種と 

の連携を図り、多様な相談に適切に応じられるよう体制を整えます。 

さらに、増加する認知症高齢者や緊急対応、そして障害者・子育て・ターミナルケアな 

ど制度のはざまでお困りの方々への相談に対応できるよう体制を整えます。 

事業名 事業目的 事業内容 対象 予測される効果 

在宅福祉サー 

ビスに関する 

相談 

生活支援の視点に立 

って高齢者等の生活 

相談に応じ、 関係機関 

と連携を図りながら 

ホームヘルプ等の在 

宅福祉サービス情報 

を提供する。 

地域包括支援 

センター、 公社 

のソーシャル 

ワーカーによ 

る電話、来所、 

訪問相談 

年間 

市民 地域で暮らす高 

齢者が身近な窓 

口で相談ができ、 

安心して暮らす 

ことができる。 

生活訪問相談 利用者を対象に、 日常 

生活相談や利用者一 

人ひとりのニーズに 

あったサービス調整 

を行う。 

ソーシャルワ 

ーカーやケア 

マネジャーに 

よる訪問・電 

話・来所相談 

年間 

利用会員 

協力会員 

賛助会員 

住み慣れた地域 

での安心した在 

宅生活をサポー 

トできる。 

健康訪問相談 利用者の心身の健康 

に関する相談や必要 

な指導、 助言を行うこ 

とにより、 家庭におけ 

る健康管理や健康の 

看護師による 

訪問・電話 

来所相談。 

必要に応じて 

主治医との連 

利用会員 

協力会員 

賛助会員 

健康面での相談 

に対応すること 

ができる。 

（４） 高齢者等の在宅福祉サービスに関する生活・健康相談事業 

（４号事業）
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増進を図れるよう支 

援する。 

絡調整を行う。 

月１回 

医師による 

健康相談 

心や体の悩みなどの 

健康に関することに 

ついて、 公社相談医に 

よる個別相談を実施 

する。 

内科相談:隔月 

神経科相談:隔 

月 午後１時 

３０分～３時 

実施 

月１回 

利用会員 

協力会員 

賛助会員 

市民 

専門医による個 

別相談の場を提 

供することによ 

り、 市民の健康維 

持、 介護予防につ 

ながる。 

法律相談 市民生活の中で発生 

する法律的な手続き 

について、 顧問弁護士 

による法律相談・情報 

提供を実施する。 

第３金曜日 

午前１０時３ 

０分～１２時 

実施 

隔月 

利用会員 

協力会員 

賛助会員 

市民 

法律的な悩みを 

専門家に相談す 

る機会を提供で 

きる。 

協力会員の活 

動に関する相 

談 

利用者の個別のニー 

ズに対して適切なサ 

ービスが提供できる 

よう、 ソーシャルワー 

カー、 看護師とともに 

相談体制を整え、 協力 

会員の活動上のアド 

バイスを行う。 

協力会員とソ 

ーシャルワー 

カー、 看護師と 

の相談 

年間 

協力会員 ボランティアで 

ある協力会員に 

対するバックア 

ップ体制をとる 

ことで、 協力会員 

が安心して利用 

会員宅で活動が 

行え、 地域の支え 

あいが促進され 

る。 

福祉機器・介 

護 用 品 の 展 

示、相談、貸 

出、あっせん 

在宅で自立した生活 

をおくるために必要 

な福祉機器・介護用品 

等の相談を受け、紹 

介・貸出・業者のあっ 

せんを行う。 

福祉用具の紹 

介、貸し出し、 

斡旋 

年間 随時 

利用会員 

協力会員 

賛助会員 

市民 

高齢者や家族が 

介護に関する福 

祉用具を実際に 

利用できる。 

協力会員の健 

康に関する相 

談 

協力会員に対し、 健康 

診断と健康相談を行 

う。 

医療機関での 

健康診断と相 

談医による健 

康相談 

１回／年 （相談 

は随時） 

協力会員 担い手である協 

力会員自身の健 

康が維持される。
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１ ホームヘルプ･食事サービス事業 

事業のねらい 

安心して生活できる地域をめざし、住民参加事業の利用拡大に努め、住民参加型地域福 

祉の推進をいたします。 

また、安心して利用できるサービスの構築と質向上に努め、利用者拡大に努めるととも 

に、利用者一人一人の視点に立って柔軟にサービスを創出し、利用者がいきいきと暮らせ 

るようにサービスを提供します。 

さらに、担い手である協力会員の拡大を図り、さらに住民による主体的な地域づくりの 

動きを支援し、より力強い住民相互の支えあいが生まれるよう取り組みます。 

事業名 事業目的 事業内容 対象 予測される効果 

ホームヘルプ 

サービスの提 

供 

日常生活上、支障 

のある高齢者等 

を対象に家事や 

介護の援助を行 

い、在宅生活の継 

続を支援する。 

協力会員による 

サービス提供 

年間 

利用会員(高齢 

者・障害者・病 

気療養中・子育 

て家族等) 

地域の支えあい 

で行われるホー 

ムヘルプサービ 

スによって、 さま 

ざまな個別のニ 

ードに対応する 

ことができ、 利用 

会員が安心し、 よ 

り豊かな生活を 

送ることができ 

る。 

高齢者、障害者等 

への食事サービ 

スの実施により、 

住み慣れた地域 

の中で、継続的な 

在宅生活が確保 

できるよう援助 

すること。 

配食サービスの 

実施 

昼・夕食 

年間(３６５日) 

利用会員 食事サービス 

の提供 

地域福祉機関等 

で必要とする食 

配食と協力会員 

派遣による調理 

福祉関係機関 

低栄養の改善や 

当事者の負担軽 

減、自立支援、安 

否確認を行うこ 

とにより生活の 

質を向上するこ 

とができる。 

（5） 高齢者等の有償在宅福祉サービス事業及び生活支援事業 

（５号事業）
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事の支援を行う 

こと。 

支援。 

・子育て支援セン 

ター「すこやか」 

・若葉作業所等 

会員のための 

交流事業 

会員相互の交流 

を目的とする。 

会食会 

日帰り旅行等の 

実施 

１回／年 

利用会員 

協力会員 

賛助会員 

会員が健康で生 

きがいを持って 

生活できるよう 

支援できる。 

会員の慶弔 利用会員の誕生 

日に記念品を贈 

ってお祝いし、ま 

た利用会員、協力 

会員逝去に際し 

て弔意を表す。 

会員慶弔に際し 

記念品、弔電、を 

おくる。 

年間 

利用会員 

協力会員 

２ 生活支援コーディネート事業（ちょこっとさん） 

事業のねらい 

生活支援コーディネート事業は、「生活支援見守りネットワーク事業」における機能の 

一つとして、調布市民が住み慣れたまちで安全に安心して生活が続けられることができる 

ように、地域のボランティアによる「ちょっとしたお手伝い」のサービスを行うことを目 

的としています。 

今年度は、平成１８年１０月までのモデル事業における事業検討と、同年１１月からの 

全市サービス展開実施をもとに、よりいっそうの地域のボランティア育成を推進し、地域 

福祉のネットワークの充実を図ります。 

事業名 事業目的 事業内容 対象者 予測される効果 

生活支援コー 

ディネート事 

業 

地域で安心して生活 

できるよう、 近隣の地 

域住民が、「ちょっと 

した」 サービスを提供 

する。 

３０分程度で 

できる 「ちょっ 

とした」 お手伝 

い 

１ 人 暮 ら し 

等の高齢者 

在宅生活の維持 

介護予防 

地域福祉の担い 

手の育成 

地域福祉ネット 

ワークの育成
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１介護給付事業及び新予防給付事業 

（１）居宅介護支援･介護予防支援事業 

事業のねらい 

本事業のねらいは、利用者の「望む暮らし方」が実現できるように、介護保険のサービ 

スをはじめ、必要な社会資源の調整を行っていくことです。 

本年度は平成１８年度の改正介護保険制度の施行に伴い、利用者の生活に影響を与えた 

様々な変化に着目し、利用者の生活が安定したものとなるよう支援を続けてまいります。 

また、介護保険の事業者として必要な情報を収集し、的確に情報提供を行い、サービス 

調整を行います。 

さらに、よりよい援助を提供できるように研修を行い、技術の向上に励むとともに、利 

用者には複数の機関援助者が関わることが多いため、他機関、地域包括支援センター、行 

政との連携を丁寧に行い、適切な援助が行えるように努めてまいります。 

事業名 事業目的 事業内容 対象 予測される効果 

居宅介護支援 

事業 

利用者の自立支援 

と、 望む暮らし方の 

実現のために、 介護 

保険等サービス利 

用を通じてサポー 

トを行っていく。 

適切なアセスメ 

ントに基づき介 

護保険サービス 

のみならず、 介護 

保険外のサービ 

スも視野に入れ 

たケアプランを 

作成し、 定期的に 

訪問しモニタリ 

ングを行い効果 

的にサービスが 

提供できるよう 

支援を行う。 

年間 

介 護 保 険 被 

保険者 

利用者がサービ 

スを使い、 住み慣 

れた地域で安心 

して生活するこ 

とができる。 

介護予防支援 

事業 

一人ひとりの利用 

者が置かれた生活 

において、 その人の 

老年症候群の視 

点を押さえた上 

で、 利用者自身の 

要支援１・要 

支 援 ２ 該 当 

者 

本人の意欲、 可能 

性を最大限に引 

き出すことが可 

（６） 介護保険法における福祉サービス事業（６号事業）
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希望、 意欲が回復で 

きるようにサポー 

トする。 

望む生活の実現 

のために、 その人 

らしい生活目標 

が見出せるよう、 

また、 それを実現 

できるよう、 介護 

予防ケアマネジ 

メントの手法を 

用いてサポート 

を行う。 

能となり、 その人 

らしい生活、 尊厳 

を守られる生活 

を送ることがで 

きる。 

（２）訪問介護･介護予防訪問介護事業 

事業のねらい 

本事業のねらいは利用者の望む暮らしを支えるため、また、利用者の自立支援を目指し 

て、質の高いホームヘルプサービスを提供することです。 

特定事業所加算取得事業所としての自覚をもって、チームケアをさらに充実させて、利 

用者に適切なサービスが提供できるよう研鑽を積んでいきます。 

また、制度がめまぐるしく改正される中、一人ひとりの利用者の生活の継続性が脅かさ 

れることのないよう、関係者、関係機関と十分連携を深めながら、誠実に、与えられた役 

割を果たしてまいります。 

事業名 事業目的 事業内容 対象 予測される効果 

訪問介護事業 自立支援を目指した 

訪問介護計画に沿っ 

て利用者に適切なサ 

ービスを提供する。 

介護保険利用 

者に対して、 身 

体介護、 生活援 

助を行う。 

年間 

介 護 保 険 対 

象者 

ヘルパーがニー 

ズを満たすこと 

によって利用者 

が安心して生き 

生きと暮らせる 

ようになる。 

介護予防訪問 

介護事業 

介護という行為を媒 

介にしながら、 利用者 

との十分な協同関係 

を作りだし、 生活への 

希望、 意欲の回復が得 

られるようなサービ 

スを提供する。 

予防給付訪問 

介護の該当者 

に対して必要 

なケアを行う。 

要支援１・要 

支 援 ２ 該 当 

者 

利用者が、 その人 

らしい生活、 尊厳 

を守られる生活 

を送ることがで 

きる。
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２ 地域密着型認知症対応型通所介護事業 

（１）認知症対応型通所介護事業・介護予防認知症対応型通所介護事業 

事業のねらい 

平成１９年度前半においては、１０月の開設にむけて、基盤整備、建物の増改築工事、 

及び職員の研修体制の整備等、事業のスムーズな実施に向けての準備を進めてまいります。 

また、１０月以降は、事業の適切な運営を行ってまいります。また、公社既存事業との密 

な連携に努め、地域住民が主体的に運営に参加できるような仕組みづくりを行いながら、 

地域に開かれた施設を目指します。また、地域住民とともに認知症への理解を深めていく 

ための各種研修、質の高い担い手の養成プログラムを充実させてまいります。 

事業名 事業目的 事業内容 対象 予測される効果 

認 知 症 

対 応 型 

通 所 介 

護事業･ 

介 護 予 

防 認 知 

症 対 応 

型 通 所 

介 護 事 

業 

認 知 症 対 応 

型 通 所 介 護 

施設、介護予 

防 認 知 症 対 

応 型 通 所 介 

護 施 設 の 開 

設 に 向 け て 

の準備、及び 

適 切 な 事 業 

運営の実施。 

・認知症対応型通所 

介護施設、介護予防 

認知症対応型通所介 

護施設の事業運営 

・地域住民を主体と 

した運営協議会の立 

ち上げ 

・認知症への理解を 

深め、ケアの方法を 

学ぶための研修会及 

び地域学習会の開催 

高齢者 

（介護 

保険被 

保 険 

者 ・当 

事業該 

当者） 

市民 

認知症という疾病、障害を 

持ちながらも、その人の尊 

厳を失うことなく老いを 

生きられるための空間を、 

地域住民と共に創りあげ 

ることにより、 「誰もが、 

限りなく、住みなれた地域 

で安心して過ごす、そのた 

めのサービスを継続して 

行う」という公社本来の理 

念の実践が可能となる。 

事業のねらい 

身体障害者、知的障害者、障害児、精神障害者が、地域において、自らの｢望む暮らし 

方｣を実現することができるように、必要な支援を行います。また、生活の質の重視とい 

う視点から、居宅介護計画･重度訪問介護計画を作成し、利用者一人ひとりのニーズに沿 

った援助を展開します。 

事業名 事業目的 事業内容 対象 予測される効果 

ホ ー ム ヘ 

ル プ サ ー 

ビス事業 

利用者が地域におい 

てその人らしく生活 

が行えることを目的 

にホームヘルプサー 

ビスを提供する。 

身体障害者、知的障害 

者、障害児、精神障害 

者に対して身体介護、 

家事援助を行う。 

年間 

障害者自 

立支援法 

該当者 

障害者が住みな 

れた地域で安心 

して生活するた 

めのサポートが 

できる。 

（７） 障害者自立支援法におけるホームヘルプサービス事業（７号事業）
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１ 調布市国領高齢者在宅サービスセンター事業 

平成１８年度の介護保険改正は、介護予防の重視を大きな柱とした制度改正となり、通 

所系サービスにおいても、一人ひとりの目標達成に向けた効果的なサービスを実施するこ 

とが求められるようになりました。平成１９年度もこの流れの中、サービスの質の確保･ 

向上のための取り組みを進めてまいります。 

また、利用者に「安定」と「安心」をお届けするために、これまで以上に地域住民の力 

を福祉資源として活用させていただきたいと考えております。 

その一方で、平成９年度から調布の福祉サービスを充実するために、調布市より「配食 

サービス」事業を受託してまいりましたが、市内の福祉資源を効果的に活用するため、他 

のサービス機関に統合、移行し、その結果、受託事業としては廃止となりました。 

事業名 事業目的 事業内容 対象 予測される効果 

個別のサービス、 

個別ケアを大切 

にし、その人らし 

い生活を支援す 

る。心身状況の変 

化を把握し、生活 

の支援とケアの 

提供をする。 

送迎、食事、入浴、 

生活等のサービスを 

提供する。 

月から土 

通所介護（要介護・ 

要支援） 

１日３０人 

認知症対応型（要支 

援・要介護） 

１日１２人 

高齢者（介 

護 保 険 被 

保険者 ） 

生活の質を向上 

生きがい作り 

心身の健康維持 

通所介護事業 

（認知症対応 

型通所介護・ 

介護予防認知 

症対応型通所 

介護・通所介 

護・介護予防 

通所介護） 

プライバシーを 

守り、身体状況に 

合わせた介助浴 

とリフト浴を提 

供する。 

入浴サービス 高齢者（介 

護 保 険 被 

保険者 ） 

身体の清潔が保 

てると同時に、 身 

体状況の変化を 

継続して観察が 

できる。 

（８） 調布市からの福祉サービス等にかかわる受託事業（８号事業）
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介護予防デイ 

サービス事業 

（ハッピーク 

ラブ） 

グループ活動、食 

事の提供を通し 

外出を支援する。 

趣味活動、レクレー 

ション等のサービス 

を提供する。 

火水金 

１日１５人 

自 力 で の 

通 所 が 可 

能 な 特 定 

高齢者等 

ひきこもり防止、 

健康維持増進と 

要介護防止がで 

きる。 

地域福祉交流 

育成 

年間を通じ様々 

なボランティア 

が活動すること 

で、地域と利用者 

との交流を図る。 

ボランティアが「生 

活」「季節、外出等行 

事」「交流会等の日常 

行事」「中学生の職場 

体験」 等に参加する。 

市 民 ・ 団 

体・学校等 

地域住民が福祉 

への理解を深め 

ることがでる 

利用者が生活圏 

を広げ、 社会との 

結びつきが得ら 

れる。 

家族支援サー 

ビス 

利用者を支えて 

いく家族を支援 

する。 

家族介護の懇談会を 

実施し、介護情報、 

介護技術の習得の場 

を提供する。会の報 

告書を発行する。 

通 所 利 用 

者の家族 

介護する家族が、 

地域から孤立す 

ることを防ぎ、 介 

護負担を軽減す 

ることができる。 

２ 地域包括支援センター事業 

（１）調布市地域包括支援センターゆうあい 

事業のねらい 

介護保険制度改正に伴う介護予防への重視から、地域の住民の方の保健医療の向上や福 

祉の増進を包括的に支援することが求められ、以下の事業を地域において一体的に実施す 

る役割を担ってまいります。 

① 介護予防事業のマネジメント（介護が必要となる前に、いち早く不安な要素を取 

り除いていくための支援です） 

② 介護保険外のｻｰﾋﾞｽを含む、高齢者や家族に対する総合的な相談・支援 

③ 高齢者等への虐待の防止、また虐待を受けている高齢者を早期に発見し、その方 

の権利を守るための権利擁護事業ならびにその家族、近隣へのサポートを行う 

④ 複数の問題を抱える高齢者の方を担当するケアマネジャーへの支援 

また、地域の中にゆるやかな見守りの輪をつくるための一環として、引き続き調布市よ 

り「生活支援見守りネットワーク事業」を受託します。これまでどおり、多くの住民の皆 

様の協力を得ながら、安心して暮らせる地域づくりの推進に努めてまいります。
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１）地域の総合相談 

事業名 事業目的 事業内容 対象 予測される効果 

実態把握、介 

護ニーズの評 

価 

地域の高齢者やその家 

族等からの総合的な相 

談に応じると共に、積 

極的に家庭を訪問し生 

活実態やニーズ等を把 

握することで出来る限 

り自立して在宅生活を 

継続できるよう援助す 

る。 

訪問・ 来所によ 

る面接・ 電話相 

談・ 要援護高齢 

者 の 実 態 把 

握・ 介護ニーズ 

等の評価・ 要援 

護高齢者の発 

掘。 民生委員と 

の連絡会・ 年間 

高齢者等 

家族等 

地域の高齢者等 

が困ったときに 

気軽に相談が出 

来、 安心して住み 

慣れた地域で暮 

らすことができ 

るようになる。 

情報提供およ 

び利用の啓発 

地域の高齢者へ必要な 

情報を届け、サービス 

利用の啓発を行う。 

広報誌ほっと 

らいん・ ホーム 

ページへの記 

事掲載・ 民生委 

員 と の 連 絡 

会・年間 

市民 

高齢者等 

家族等 

市民へ情報が届 

き、 必要なサービ 

スをいち早く利 

用できる。 

介護等に関す 

る総合相談・ 

在宅介護の方 

法等の指導・ 

助言 

地域の高齢者へ介護等 

についてニーズに合っ 

た内容を具体的に助言 

し、家族の介護負担を 

軽減する。 

訪問、来所、電 

話による面接 

相談 

職員の研修参 

加

年間 

高齢者等 

家族等 

介護に必要な情 

報を家族等へ伝 

えることができ 

る。 

単身高齢者訪 

問調査 

８０歳以上のサービス 

を利用していない単身 

高齢者を訪問し、実態 

把握に努め、ニーズに 

合わせた適切なサービ 

ス提供へつなげる。 

相談協力員に 

よる電話連絡、 

訪問調査 

年１回 

８ ０ 歳 以 

上 の サ ー 

ビ ス を 利 

用 し て い 

な い 単 身 

高齢者 

サービスを利用 

していない高齢 

者を訪問するこ 

とで、 必要な情報 

を届けることが 

できる。 

公的保健福祉 

サービスの調 

整 

公的保健福祉サービス 

を地域の高齢者が必要 

時すぐに利用できるよ 

うにする。 

訪問、来所、電 

話による面接 

相談・保健・福 

祉のサービス 

利用の調整・ 年 

間 

市民 

高齢者等 

家族等 

市民が必要なサ 

ービスを迅速に 

利用できる。
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２）判定業務 

事業名 事業目的 事業内容 対象 予測される効果 

判定業務 市の一般施策のサービ 

ス紹介と判定を行い、 

高齢者へ自立に向けた 

適切なサービスを提供 

する。 

職員による 

来所面接、 訪 

問・各種判定 

業務 

年間 

高齢者 身近な窓口での 

相談、 申請を行え 

るため、 高齢者が 

必要なサービス 

を選択すること 

ができる。 

配食確認書の 

取り交わし 

配食サービス利用者に 

対して定期的にサービ 

ス利用の再評価を行 

い、自立支援を行う。 

配食確認書 

の取り交わ 

し

年１回 

配 食 サ ー ビ 

ス利用者 

定期的に利用者 

の状況を把握す 

ることで、 高齢者 

が適切に必要な 

サービスを利用 

することができ 

る。 

３）地域との連携 

事業名 事業目的 事業内容 対象 予測される効果 

相談協力員に 

対する定期的 

な研修、連絡 

調整 

支援センターと地域を 

つなぐ役の相談協力員 

と定期的な研修を行 

い、連絡を取りあうこ 

とで市民への広報と啓 

発に努める。 

相 談 協 力 員 

と の 連 絡 会 

開催・要援護 

高 齢 者 の 発 

掘・支援セン 

タ ー に つ い 

て の 広 報 を 

担 っ て も ら 

う。 

年８回 

相談協力員 相談協力員が市 

の制度やサービ 

スについて学ぶ 

ことで、 地域の高 

齢者へのつなぎ 

役として機能す 

ることができる。 

民生児童委員 

と相談協力員 

の連絡会 

地域の相談窓口となる 

民生委員と相談協力員 

が共に連携を図ること 

で、地域のネットワー 

ク構築を目指す。 

民 生 委 員 と 

相 談 協 力 員 

の 連 絡 会 開 

催

年１回 

民 生 児 童 委 

員

相談協力員 

同じ地域を担当 

する民生委員と 

相談協力員が情 

報を共有するこ 

とで、 利用者が安 

心して暮らせる 

ようになる。
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生活支援見守 

りネットワー 

ク事業 

高齢者の意思や生活様 

式を尊重しながら、地 

域住民による「ソフト 

な見守り」と「ゆるや 

かな働きかけ」 を行い、 

長く住み慣れた地域で 

暮らせることを目指 

す。 

地 域 資 源 調 

査・地域組織 

へ の 説 明 会 

開催・地域住 

民 へ の 広 

報・市との連 

絡・打ち合わ 

せ

年間 

市民 

高齢者等 

家族等 

高齢者が孤立す 

ることなく、 安心 

して生活できる。 

居宅介護支援 

専門員に対す 

る指導・援助 

居宅介護支援専門員が 

担当する様々な問題を 

抱える利用者に対し 

て、必要な情報提供や 

サービス導入の支援を 

行う。 

居 宅 介 護 支 

援 専 門 員 と 

の面接、同行 

訪問 

サ ー ビ ス 担 

当 者 会 議 出 

席

担 当 地 域 ケ 

ア会議開催 

年間 

居 宅 介 護 支 

援専門員 

介護保険サービ 

スでは解決でき 

ない問題を居宅 

介護支援専門員 

と共に、 問題解決 

を図ることがで 

きる。 

４）会議・研修等 

事業名 事業目的 事業内容 対象 予測される効果 

支援センター 

連絡会 

調布市関係者と他支援 

センターとの情報共有 

を図り、市民への情報 

発信を行う。 

会議出席 

毎月１回 

支援セン 

ター職員 

調布市と他支援 

センターとの連 

携を図ることで、 

利用者へ途切れ 

ないサービスを 

提供できる。 

担当地域ケア 

会議 

複雑な問題を抱える利 

用者に対して、事例検 

討等を通じてｹｱ会議参 

加者の連携を深め、サ 

ービスの質的向上と関 

係者のネットワークの 

構築を目指す。 

サービス提供が 

必要な高齢者を 

対象に、介護予 

防・生活支援サ 

ービスの総合調 

整、居宅ｻｰﾋﾞｽ提 

供事業者および 

保健、医 

療、福祉 

などの現 

場職員を 

中心に構 

成・１０ 

人程度 

担当地域の高齢 

者が抱える問題 

について実態を 

把握し、 地域の関 

係者と共に問題 

解決に向けて情 

報を共有。 高齢者
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居宅介護支援事 

業者の助言、援 

助を行う。 

年３回 

等が安心して生 

活できるように 

なる。 

介護教室 高齢者やその家族等に 

対して医療、保健、福 

祉に関する情報を届け 

る。 

介護方法や介護 

予防に関する教 

室の開催 

年１回２日開催 

市民 

高齢者等 

家族等 

高齢者やその家 

族等が必要な医 

療、保健、 福祉サ 

ービスの情報を 

得ることが出来、 

サービスの利用 

がしやすい。 

介護予防検討 

会 

調布市支援センター係 

と各支援センターの保 

健師または経験のある 

看護師により、介護予 

防についての情報共有 

や事例検討を行う 

介護予防に関す 

る検討を行う 

年６回 

支援セン 

ター保健 

師 

介護予防事業を 

適切に進めるこ 

とができる。 

権利擁護検討 

会 

調布市関係者と各支援 

センターの社会福祉士 

により、成年後見制度 

や権利擁護事業につい 

て情報共有や制度につ 

いて理解する。 

権利擁護に関す 

る研修 

年６回 

支援セン 

ター社会 

福祉士 

権利擁護事業を 

市民へ広めるこ 

とができる。 

ケアプラン適 

正化事業 

調布市支援センター係 

と各支援センターの主 

任介護支援専門員によ 

り介護保険の適正なケ 

アプラン作成とケアマ 

ネジャー支援を行う。 

介護保険制度や 

ケアマネジャー 

支援の方法を学 

ぶ

年６回 

支援セン 

ター主任 

介護支援 

専門員 

適切なケアプラ 

ン作成に向けて 

ケアマネジャー 

を支援すること 

ができる。 

生活支援見守 

りネットワー 

ク研修会 

調布市支援センター係 

と各支援センターの生 

活支援見守りネットワ 

ーク事業担当者によ 

り、情報共有と広報活 

動の方法を図る。 

事業広報につい 

てや活動報告を 

行う。 

月１回 

支援セン 

ター見守 

りネット 

ワーク担 

当 

市民への事業の 

広報と効率的な 

活動ができる。
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５） その他 

事業名 事業目的 事業内容 対象 予測される効果 

介護予防事業 高齢者が住み慣れた地 

域でいつまでも生き生 

きと生活できるよう、 

老化に伴う不具合を早 

期発見し適切な対策を 

講じる。 

利 用 者 へ の 

電話、来所、 

相談面接 

介 護 保 険 非 

該 当 者 の 訪 

問・ケアプラ 

ン 適 正 化 事 

業 

高齢者等 高齢者が要介護 

状態になること 

を防ぎ、 安心して 

元気に生活でき 

る。 

福祉用具の展 

示 

福祉用具を身近に見た 

り、使用の体験をする 

ことで、適切な用具の 

利用方法を伝え、自立 

した生活を目指す。 

福 祉 用 具 の 

契約・福祉用 

具の点検、整 

理

年間 

市民 

高齢者等 

家族等 

高齢者や家族が 

介護に関する福 

祉用具を実際に 

利用できる。 

３ 低栄養予防事業（いきいきクッキング） 

事業のねらい 

低栄養状態にある、もしくはその心配のある方に対して、栄養ケア計画の作成と、これ 

に基づくプログラムを実施し栄養改善を図ります。 

また、料理教室形式で行うことにより、楽しみながら食事内容を見直し、料理が作れる 

ようになるきっかけと仲間作りを目指します。 

さらに、 地域住民の協力をいただきながら、 地域で支える介護予防事業に取り組みます。 

事業名 事業目的 事業内容 対象 予測される効果 

低栄養予防事 

業 (いきいき 

クッキング) 

要介護状態を予 

防するための体 

の栄養状態の維 

持、増進を目指 

す。 

１コース５ヶ月 

合計１２回の事 

業において講義、 

調理実習と前後 

１回ずつの健康 

度想定及び効果 

測定を実施する。 

６５歳以上の 

市民で以下に 

該当する方 

① 特 定 高 齢 

者 

② 低 栄 養 の 

不 安 の あ 

る方 

③ 男 性 の 方 

で 調 理 経 

験 の 少 な 

い方 

低栄養状態を改 

善、予防する。ま 

た低栄養から生 

じる体力低下を 

予防する。
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４ 軽度生活援助事業 

事業のねらい 

介護保険法非該当の高齢者が、安心して日常生活をおくれるよう協力会員によるホーム 

ヘルプサービスを提供します。 

事業名 事業目的 事業内容 対象 予測される効果 

軽度生活援助 

事業 

介護保険法による要介 

護認定において非該当 

と判定された高齢者へ 

日常的な生活援助を提 

供する。 

協 力 会 員 に 

よ る ホ ー ム 

ヘ ル プ サ ー 

ビスの提供 

年間 

高齢者 介護保険に該当 

しない高齢者に 

対する介護予防 

的支援を、 地域の 

支えあいによっ 

て行うことがで 

きる。 

５ 介護保険要介護認定調査 

事業のねらい 

介護保険法にもとづく要介護認定調査を行います。 

事業名 事業目的 事業内容 対象 予測される効果 

要介護認定調 

査 

介護保険法による要介 

護認定調査を行う。 

要 介 護 認 定 

調査を行う。 

年間 

介 護 保 険 要 

介 護 認 定 申 

請者 

介護保険制度運 

営の円滑な遂行 

のために資する 

ことができる。
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１ 事業運営の改善 

引き続き、事務事業について、各係において業務の見直しを行い、業務整理など事業の 

活性化のための取り組みを行ってまいります。 

また、係内においてだされた改善課題については、目標及び対応方法、改善のための取 

り組みを明確にしたうえで、計画を実施し、その結果を全職員で共有していく仕組みを充 

実させてまいります。 

事業名 事業目的 事業内容 対象 予測される効果 

職員会議 

① 訪 問 事 業 

課･地域事業 

課 管理係② 

サービスセン 

ター係③訪問 

介護係 

公社が目指すべ 

き方向性、重要な 

案件について全 

職員で共有し、円 

滑な事業運営を 

行う。 

個別事業について 

の報告、連絡。適 

切な事業運営に関 

する協議 

各担当職員 全職員が公社理 

念を共有し、 利用 

者にとっての質 

の高いサービス 

提供の確保に努 

めることができ 

る。 

運営会議 公社運営にあた 

り必要な案件に 

ついて協議を行 

い、意思決定を行 

う。 

①利用者意向、地 

域、事業環境に関 

する情報の収集と 

分析②改善課題の 

設定と改善方法の 

協議③事業運営に 

関する協議 

係長、主幹、 

課長、局長 

事業運営にあた 

り実情を踏まえ 

た意思決定がで 

きる。 

経営会議 経営状況の把握 

と円滑な事業運 

営の確保のため 

意思決定を行う。 

利用者意向、地域、 

事業環境に関する 

情報の分析結果に 

基づいた公社の方 

向性の決定 

理事長、副理 

事長、局長、 

課長、主幹 

経営の基本方針 

が定まり、 円滑な 

事業運営の確保 

が図られる。 

（９）その他、この法人の目的達成のために必要な事業（９号事業）
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２ サービスの質向上 

サービス水準の向上を図るために、各種サービスマニュアルやサービス手順書の作成サ 

ービス評価会議、ケースカンファレンスの実施などを適切に行います。またサービス情報 

の公表制度を定期的に受審します 

事業名 事業目的 事業内容 対象 予測される効果 

サービス評価 

会議等の開催 

自らの立てたケ 

アプラン、各種介 

護計画が適切で 

あるか、複数の専 

門職の目から評 

価し、改善に役立 

てる。 

居宅介護支援計画 

書、各種介護計画 

書 の 検 討 を 通 じ 

て、アセスメント 

結果、ケアプラン 

内容のチェック、 

サービスの適切さ 

に つ い て 評 価 す 

る。 

年間 

適切なｹｱプラン 

作成、 サービス提 

供を行うための 

力量形成ができ 

る。 

ケースカンフ 

ァレンスの開 

催 

対応困難ケース 

の事例検討を通 

して問題の解決 

を図る、また、職 

員の資質、能力の 

向上を図る。 

自らの事例につい 

てまとめ、発表す 

る。他のメンバー 

とディスカッショ 

ンを行う中で、自 

らのケアの振り返 

りを行う。また、 

必要に応じて外部 

スーパーバイザー 

を 招 き 必 要 な 視 

点、アドバイスを 

得る。 

月１回 

公社職員 
(各担当部署 

にて開催) 

事例をまとめる 

段階で、 自らの援 

助を振り返り、 ま 

た、 他者からの意 

見を聞くことに 

より、 新たな視点 

を得ることがで 

き、 力量形成の機 

会となる。 

サービス情報 

の公表制度の 

実施 

自らのサービス 

内容や運営状況 

の情報を、公平、 

公正な環境で公 

表し、利用者に適 

切な事業所を選 

んで頂けるよう 

にする 

サービス情報の公 

表制度の実施 

年１回 

対象：通所介 

護事業、居宅 

介 護 支 援 事 

業、訪問介護 

事業 

情報の公表にあ 

たり、 事業所の状 

況を客観的に捉 

えることができ、 

サービスの質の 

改善に資するこ 

とができる。
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３ 職員の個別能力開発 

外部研修へ積極的に参加し、職員の資質向上を図り人材育成に努めます。 

事業名 事業目的 事業内容 対象 予測される効果 

外部研修への 

派遣 
(情報収集) 

様々な福祉ニー 

ズに対応するた 

めの専門的な知 

識の習得および 

情報収集を行う。 

・公社業務に関連 

した福祉サービ 

ス研修 

年間(随時) 
・パソコン技術向 

上のための研修 

などへ参加 

・年３回位予定 

公社職員 公社サービスの 

充実。 

外部研修への 

派遣 
(資質向上) 

職員の資質を向 

上し事業運営を 

効率的に行う。 

・各職階に応じた 

一般研修 

・講師を招いての 

集合研修 

年間(随時) 
・経営者研修 

・労務管理研修 

などへの参加 

公社職員 公社職員として 

の意識と自覚を 

高め， 公社運営を 

担える職員の創 

出を図る。


